
参考資料２ 

広島市社会福祉審議会運営規程 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、広島市社会福祉審議会条例（平成１２年広島市条例第７号。以下「条

例」という。）第９条の規定に基づき、広島市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運

営に関して必要な事項を定めるものとする。 

 （副委員長） 

第２条 審議会には、委員長のほか副委員長１人を置き、委員の互選によってこれを定め

る。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （専門分科会） 

第３条 審議会には、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１１条第１項、第２項及び第

１２条第２項に定める専門分科会として次に掲げるものを置く。 

 (1) 民生委員審査専門分科会 

 (2) 障害福祉専門分科会 

 (3) 児童福祉専門分科会 

 (4) 高齢福祉専門分科会 

２ 障害福祉専門分科会は、身体障害者の福祉に関する事項のほか、知的障害者及び心

身障害児の福祉に関する事項を調査審議する。 

３ 専門分科会には、専門分科会長のほか専門分科会副会長１人を置き、専門分科会に

属する委員及び臨時委員の互選によってこれを定める。 

４ 専門分科会副会長は、専門分科会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 専門分科会の会議については、条例第５条に定める審議会の例による。 

６ 専門分科会長は、専門分科会に付託された事項について審議を終了したときは、その

結果について、委員長に報告するものとする。 

 （部会） 

第４条 社会福祉法施行令（昭和３３年政令第１８５号。以下「令」という。）第３条第１項に

定める審査部会のほか、児童福祉専門分科会に次の各号に掲げる部会を置き、それぞれ

当該各号に定める事務を行う。 

 (1) 入所措置等専門部会 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第６項に規定

する措置及び同法第３３条第５項に規定する意見具申に関する調査審議等 

 (2) 里親等専門部会 児童福祉法第８条第２項に規定する調査審議並びに同法第３３条

の１５第３項、第４６条第４項及び第５９条第５項、児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４

号）第２９条、母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和３９年政令第２２４号）第１３条

並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成



１８年法律第７７号）第２１条第２項及び第２２条第２項に規定する意見具申 

 (3) 教育・保育施設提供体制等検討部会 児童福祉法第３４条の１５第４項及び第３５条

第６項、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援法」という。）第３１条第

２項、第４３条第３項及び第６１条第７項（特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び

地域子ども・子育て支援事業（延長保育事業、病児・病後児保育事業及び一時預かり事業

に限る。）に関する部分に限る。）並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律第１７条第３項に規定する意見具申 

 (4) 地域子ども・子育て支援事業提供体制等検討部会 支援法第６１条第７項（地域子ど

も・子育て支援事業（延長保育事業、病児・病後児保育事業及び一時預かり事業を除く。）

に関する部分に限る。）に規定する意見具申 

２ 入所措置等専門部会、里親等専門部会、教育・保育施設提供体制等検討部会及び地

域子ども・子育て支援事業提供体制等検討部会に属すべき委員及び臨時委員は、児童福

祉専門分科会に属する委員及び臨時委員のうちから、委員長が指名する。 

３ 第１項に規定する部会（以下「部会」という。）に、部会長及び副部会長各１人を置き、部

会に属する委員及び臨時委員の互選によってこれを定める。 

４ 部会長は、部会の調査審議の経過及び結果を専門分科会長に報告するものとする。 

５ 副部会長は、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （審議会の審議事項並びに専門分科会及び部会の専決事項） 

第５条 審議会の審議事項並びに令第２条第３項に掲げる民生委員審査専門分科会及び

令第３条第３項に掲げる審査部会の専決事項のほか各専門分科会及び各部会の専決事

項は、別表のとおりとする。 

 （庶務） 

第６条 審議会の庶務は、健康福祉局健康福祉企画課において処理する。 

２ 専門分科会及び部会の庶務は、健康福祉局及びこども未来局の所管課においてそれ

ぞれ処理する。 

 附則 

 この規程は、審議会で定めた日から施行する。（H11.6.14改正） 

  附則 

 この規程は、審議会で定めた日から施行する。ただし、別表の改正規定中、身体障害者

福祉法の区分の「身体障害者福祉法第１５条の規定に基づいて指定した医師の取消しに

ついての意見具申」に係る部分並びに母子及び寡婦福祉法の区分に係る部分は、平成１

５年４月１日から施行する。（H15.3.24改正） 

  附則 

 この規程は、審議会で定めた日から施行する。（H15.11.4改正） 

  附則 

 この規程は、審議会で定めた日から施行する。（H17.4.28改正） 



  附則 

 この規程は、審議会で定めた日から施行する。（H17.11.2改正） 

  附則 

 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

  附則 

 この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

  附則 

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附則 

 この規程は、平成２１年８月４日から施行する。 

  附則 

 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

  附則 

 この規程は、平成２５年７月２６日から施行する。 

  附則 

 この規程は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の施行の日から施行する。

ただし、第１条及び第３条第５項の改正規定、第４条第１項第２号の改正規定（「母子及び

寡婦福祉法施行令」を「母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令」に改める部分に限る。）

並びに別表母子及び寡婦福祉法の項の改正規定は、平成２６年１２月１８日から施行す

る。 


